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1. 特別養子縁組審判例
における特別養子縁
組の養親となるもの
の適格性に関する研
究（査読無）

共著 2016年7月 厚生労働科学特別研
究報告書「里親認定
に係る研修に関する
研究」（H27-特別-
指定-037）

p.91　-　p.102
赤木拓人、新保幸男

　特別養子縁組における養親となる
者の要件について、特別養子縁組に
関して公刊されているすべてと思わ
れる裁判例を対象として「適格
（性）」という語に注目して分析を
行った。その結果、経済状況や監護
養育状況、夫婦関係、職業等が養親
となる者の適格性の要件とされてい
ること、養親となる者と養子となる
者の年齢差については実務上考慮さ
れている可能性があるが、本研究か
らは我が国においては養親となる者
の適格性の要件として考慮されてい
ないことが明らかとなった。養子縁
組里親の研修義務化により、研修の
受講の有等が審判の結果にどのよう
な影響を与えていくか検証していく
必要性がある。

新・基本保育シリー
ズ３　子ども家庭福
祉第２版

共著 2023年1月
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概　　　　　要

中央法規出版 p194～p204担当（第15講地域におけ
る連携・協働とネットワーク）
赤木拓人、飯塚美穂子、大塚　晃、
尾木まり、小林　理、佐藤まゆみ、
柴田千香、新保幸男、二井仁美、原
史子、平戸ルリ子、寶川雅子

子ども家庭福祉において重要な「連
携・協働」や「ネットワーク」につ
いて、保育実践を念頭に置いた記述
を中心に説明した。また、保育所保
育指針に記されている連携・協働の
考え方について解説し、保育所にお
ける子ども虐待事案への対応を題材
に、そこで展開される多職種や他機
関との連携のあり方を解説した。
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民法等の一部改正に
よる特別養子制度の
評価と課題－「新し
い社会的養育ビジョ
ン」と調査結果に基
づいて（査読無）

単著 2020年3月 立正大学大学院法学
研究科研究年報（非
公刊）

p.15　-　p.24
　改正特別養子制度が児童福祉政策
においてどのように運用されるべき
かを明らかにするために、「社会的
養育ビジョン」や法制審議会特別養
子制度部会等の資料を参照しながら
検討した。その結果、養子となる者
の年齢要件の緩和、養子となる者の
特別養子適格と養親子のマッチング
をそれぞれ別に判断する手続きの変
更、実親による同意撤回の制限は子
どもに安定した養育環境を提供する
のに資するととがわかった。しか
し、特別養子縁組の利用促進の前提
として、里親の推進や児童相談所と
養親縁組あっせん団体との連携等を
進めていく必要があると結論付け
た。

特別養子縁組におけ
る「子の福祉」に関
する研究―公刊され
た裁判例の分析から
―
（査読有）

共著 2017年12月 子ども家庭福祉学第
17号

p.62 -　p.75
赤木拓人、新保幸男

　特別養子縁組における「子の福
祉」について、公刊されている裁判
例を対象として、「福祉」という語
に注目して分析した。その結果、裁
判例において「子の福祉」という語
は、理念や理想的価値、判断の尺
度、申立を認容・却下・取消差戻し
する目的として使用されているこ
と、「子の福祉」が特別養子縁組の
目的の一つであること、「監護養
育」が「子の福祉」を考える際の要
素の一つであること、「子の福祉」
が実親と養親の監護養育を比較する
ことでわかる相対的概念であるこ
と、が明らかとなった。
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特別養子縁組裁判例
におる子の福祉に関
する研究

2016年9月 日本社会福祉学会第
64回秋季大会（於佛
教大学）

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組において「子の福
祉」という言葉がどのように考えら
れてきたのか、裁判例を中心に分析
を行った。その結果として、審判が
認容される要素として大きくかか
わっていることが判明した。

特別養子縁組におけ
る子の福祉に関する
研究－公刊された裁
判例を対象として

2017年3月 日本社会福祉学会関
東地域部会2016年度
研究大会（於明治学
院大学）

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組において「子の福
祉」とは何かを明確化することを目
的として、裁判例を対象に分析を
行った。そこから、「子の福祉」が
特別養子縁組の目的の一つであるこ
と、また当該概念を考える際の視点
について示唆を得た。

特別養子縁組審判例
から見る養親となる
者の適格性に関する
一考察

2016年9月 第17回日本子ども家
庭福祉学会全国大会
（於日本社会事業大
学）

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組の裁判例の分析か
ら、養親となる者の適格性の基準に
ついて検討した。その結果、「経済
状況」「夫婦関係」「学歴」など多
様な要素を総合的に考慮し、判断し
ていることが明らかとなった。

「養子縁組里親」希
望者を対象とする認
定前研修に関する研
究

2016年9月 日本社会福祉学会第
64回秋季大会（於佛
教大学）

・共同発表者名
　新保幸男、赤木拓人
・概要
　養子縁組里親希望者を対象とした
認定前研修について、児童相談所や
養子縁組あっせん団体の担当者への
調査を実施した。その結果、認定前
研修ではオーダーメイド型研修が理
想ではあるが、レディーメイド型研
修で対応することが現実的であるこ
と、実親や養親の自己の変化を考慮
して行う必要があることがわかっ
た。

里親認定前研修の現
状に関する研究−児
童相談所設置自治体
への平成28年2月時
点での実態調査

共同 2016年6月 第17回日本子ども家
庭福祉学会全国大会
（於日本社会事業大
学）

・共同発表者名
　新保幸男、赤木拓人
・概要
　2016年の改正児童福祉法施行前時
点での里親認定前研修の状況につい
て、各児童相談所を対象とした調査
により、養育里親と養子縁組里親そ
れぞれの実態を明らかにした。
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9. 特別養子縁組におけ
る要保護要性―大阪
高裁平成27年9月17
日から考える

2018年9月 日本保健福祉学会第
31回学術集会（於神
奈川県立保健福祉大
学）

　・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　原審と抗告審で結論が分かれた裁
判例について、その結論の妥当性に
ついて検討することで、特別養子縁
組における要保護要件について考察
した。原審の判断は過去の裁判例の
基準にも適合しており、妥当であっ
たと考えられ、本件と同様に親族養
子である場合には、要保護要件はよ
り厳格に判断される必要があると結
論づけた。

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組の裁判例において
「子の福祉」という語をどのような
意味で用いているか検討した。そこ
では、「子の福祉」という語が、理
想的価値、判断の尺度、認容・却下
等を示す手段という３通りの意味を
もって用いられていることが明らか
となった。

７　児童福祉法第2
条の『最善の利益』
についての研究―
“interest”と
stimulusとの関係を
中心として

2018年3月 日本社会福祉学会関
東部会2017年度研究
大会（於明治学院大
学）

・共同発表者名
　新保幸男、赤木拓人
・概要
　「児童の最善の利益」の英語表記
における“interest”に着目し、日
英それぞれから得られる言葉の感覚
に注目しながら、“stimulus”概念
について意識して考察した。そこか
ら、児童の主体的な興味や利害を最
善にするために、児童に内在する資
質を活性化する児童福祉専門職の実
践が求められるとの示唆を得た。

特別養子縁組におけ
る民法817条の7の要
件について―連れ子
養子に関する審判例
を通じて

2018年6月 第19回日本子ども家
庭福祉学会全国大会
（於神奈川県立保健
福祉大学）

・共同発表者名
赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組の認容を求める審判
のうち、養子となる者が連れ子であ
る審判例について検討を行った。そ
の結果、実父母の連れ子を養子とす
る場合、家庭裁判所は認容という結
論を出すことが示唆された。しか
し、本研究の限界として、公刊され
た審判例のみを対象としていること
があげられ、今後児童相談所等を対
象に調査を実施する必要があると結
論付けた。

「子の福祉」に関す
る研究－特別養子縁
組裁判例における言
葉の使用法に注目し
て

2017年6月 日本社会福祉学会第
65回秋季大会（於首
都大学東京）
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特別養子制度の目的
と課題－民法等の一
部改正を受けて

2020年3月 日本社会福祉学会関
東地域部会2019年度
研究大会（於駒澤大
学）

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　改正特別養子制度が、これまで指
摘されてきた本制度の抱える課題を
克服する内容となっているのか、法
制審議会や裁判例等の資料を参照し
つつ検討を行った。その結果、本改
正は制度の利用促進という観点に鑑
みてその役割を果たすものであると
いうことができる。しかし、実親の
同意に関して、撤回に制限はくわえ
られたが、同意不要事由について明
確化されないという課題が残ってい
ることが明らかとなった。

特別養子制度の改正
と残された課題－成
立の手続きの見直し
を中心に

単独 2021年8月 福祉学研究会第4回
学術集会（於WEB）

特別養子縁組の利用を促進するとい
う観点からなされた特別養子制度の
成立手続きの見直しによって克服さ
れた課題、積み残された課題につい
て、文献を対象に検討した。特別養
子縁組の申立ては、実質的に実親子
の法的関係の解消を求めるため、養
親となる者に心理的負担を負わせて
いるとの指摘があり、児童相談所長
による申立てが可能となったことに
よって解消された。しかし、第2段
階の手続きにおいて養親子のマッチ
ングが不調となって却下されること
も十分に考えられることから、その
場合における支援体制を構築する必
要がある。

特別養子縁組におけ
る父母の同意不要要
件に関する一考察

2019年3月 日本社会福祉学会関
東地域部会2018年度
研究大会（於駒澤大
学）

・共同発表者名
　赤木拓人、新保幸男
・概要
　特別養子縁組の利用が促進されな
い背景として指摘される、実親の同
意不要要件について、その明確化を
目的として裁判例を分析した。考察
を通じて、詳細な事実認定を行って
検討することは明らかとなったが、
判断の過程は多様であることが明ら
かとなった。
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14.

15. 児童虐待事案におけ
る司法関与-平成 29
年児童福祉法改正を
中心に

単独 2022年6月 福祉学研究会第23回
学術集会（於WEB）

本研究では、平成29年改正児童福祉
法で規定された28条審判における新
たな勧告制度に焦点を当て、制度の
目的と課題を明らかにすることを目
的として、先行研究を中心に検討を
行った。従来の認容事案に対する勧
告制度が活用されたのでは認容ケー
スの25％程度であり、公表事例もほ
とんどないことから活用の推進が課
題として挙げられる。しかし、平成
29年度改正は、審判中や却下事案に
対して勧告が行えることから、ケー
スワークに活用されることを期待し
ているものであることが明らかと
なった。

社会的養護における
研修に関する研究‐
「特別養子縁組養親
研修」と「社会的養
護専門職研修」との
比較を中心として‐

2022年3月 2021年度一般 社団
法人日本社会福祉学
会関東部会研究大会
（於WEB）

・共同研究者
新保幸男，小林理，赤木拓人，打越
友実
・概要
筆者らが過去に実施した「特別養子
縁組を目指す養親候補者」への研修
に関する研究、「社会的養護におけ
る人材育成等の課題に対する研究」
を振り返り、それぞれの研修のあり
方について深く研究を行った。その
結果、共通点としては①「児童の最
善の利益」をどう実現するのかとい
う視点、②対象となる児童の「過
去」「現在」「未来」の関連を意識
して組み立てる視点、③少し先を意
識して自己決定を支援していく必要
があるという視点の必要性が共通し
て指摘された。

国外での代理懐胎に
より生まれた子との
特別養子縁組につい
ての検討-子の利益
のための特別の必要
性を中心に-

単独 2022年5月 福祉学研究会第22回
学術集会（於WEB）

特別養子縁組制度につては近年改正
されたが、多くの審判で争点となる
父母の同意や子の利益のための特別
の必要性について変更はなく、その
要件の不明確さが残っていることか
ら、公表されている審判例を分析す
ることで、子の利益のための特別の
必要性について考察することを目的
とした。そこで、実父母と養父母と
の親族関係がある場合に、子の利益
のための特別の必要性の要件の充足
について検討する際には、より慎重
な判断が求められることが示唆され
た。
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社会的養護における
人材育成の課題－全
国調査にみる人材背
景の多様性を中心に

共同 2022年6月 日本子ども家庭福祉
学会第23回全国大会
（於同朋大学・
WEB）

・共同研究者
小林理，打越友実，赤木拓人，新保
幸男
・概要
　社会的養護分野の専門職は、新卒
から転職による中途採用まで多様な
人材背景がある。しかし、これまで
人材育成の課題に焦点化した全国調
査が行われてこなかった。本研究で
は、常勤専門職の専門性と研修環境
等の自己評価を通じて、人材育成の
課題を考察した。その結果、保育士
と社会福祉士の自己評価が他の専門
職より低いこと、学歴が上がるほ
ど、職場で自己の専門性を発揮でき
ているという実感ができていないこ
とが示唆された。

虐待通告をめぐる倫
理的ジレンマにおけ
る価値・倫理の位置
づけ-Dolgoffら
(2012)の定義を中心
として

共同 2022年6月 日本子ども家庭福祉
学会第23回全国大会
（於同朋大学・
WEB）

・共同研究者
打越友実，小林理，赤木拓人，新保
幸男
・概要
　虐待通告における倫理的ジレンマ
の発生とその課題を検証するにあ
たって、そもそもソーシャルワーク
における「価値」と「倫理」をいか
に区別して扱うか、Dolgoffらの著
書を用いて考察する。ここから日本
における市町村のソーシャルワー
カーやクライアントと関係のある教
育機関などが抱えうるジレンマに関
する示唆が得られた

児童福祉法第28 条
をめぐる審判の現状

単独 2022年6月 福祉学研究会第24回
学術集会（於WEB）

児童福祉法28条に基づいた家庭裁判
所の審判によって、保護者から子を
引き離す必要性があると判断された
場合、保護者の同意を得ずに里親委
託等の措置をとることができる。い
わゆる28条措置についての判例を整
理し、要否とその要因を中心に分析
した。その結果、本研究では、審判
の認否を左右する要因として、証拠
資料等による虐待の根拠づけの有無
が重要であることが明らかとなっ
た。
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21. 児童相談所における
一時保護の手続等に
おける課題①

単独 2022年6月 福祉学研究会第25回
学術集会（於WEB）

児童相談所における一時保護の課題
について、直接言及した文献は少な
い。そこで本件研究では、これまで
の児童相談所における一時保護の課
題を整理した。そこで、一時保護の
開始にあたって司法審査の導入に言
及している文献が多数あり、一時保
護に対する児童相談所の説明責任の
確保という観点から望ましく、司法
審査については、児童福祉法２８条
措置における審判も対象として分析
することが必要であることが示唆さ
れた。

子ども食堂の多機能
性に関する考察福祉
避難所とグループ
ホーム

共同 2022年6月 日本子ども家庭福祉
学会第23回全国大会
（於同朋大学・
WEB）

・共同研究者
新保幸男，打越友実，赤木拓人，小
林理
・概要
　子ども食堂について多世代交流と
いう点から事例研究を行うことで、
地域における子ども食堂の魅力につ
いて研究を行った。そこから、障害
者グループホームにある設備を活用
して、災害時には「福祉避難所」に
集まってくる高齢者・障害者・子ど
もなどに食事を提供し、平時は昼や
夜の時間帯に食事を提供しているこ
と。「福祉避難所」は安全な立地
に、それぞれ離れた場所に設置され
る必要があるので、子ども食堂の場
所として適切な配置状況を確保しや
すいことなどがわかった。

国外での代理懐胎に
より生まれた子との
特別養子縁組－子の
利益のための特別の
必要性を中心に

共同 2022年6月 日本子ども家庭福祉
学会第23回全国大会
（於同朋大学・
WEB）

・共同研究者
　赤木拓人、打越友美、小林理、新
保幸男
・概要
　特別養子縁組の審判例について
は、国内での代理懐胎を伴う事案に
ついてはこれまで公刊されてきた
が、海外での代理懐胎事案について
近年公表された。両事案を比較検討
することで、民法８１７条の７にお
ける子の利益のための特別の必要性
の要件を充足する条件について考察
した。その結果、実父母と養父母の
間に血縁関係がある場合は、特別養
子縁組の成立によりかえって複雑な
親族関係を構築することになるた
め、代理母と養父母が非親族である
特別養子縁組については、子の利益
のための特別の必要性の要件が充足
されやすいことがわかった。



22.

23.

24.

25. 児童虐待対応に関す
るアメリカ合衆国の
法制度①－通告の受
理から措置決定まで
の流れ

単独 2022年12月 福祉学研究会第 38
回学術集会（於
WEB）

日本とアメリカの児童虐待対応につ
いて裁判所の役割等を中心に文献研
究を行った。その結果、アメリカの
児童虐待対応では、期限を明確に定
めたうえで適宜裁判所による審査が
行われることが明らかとなった。日
本では保護者等の同意が得られた場
合は、裁判所による審査が不要であ
り、制度設計の違いが明確となり、
その背景について調査することが今
後の課題として挙げられた。

ソーシャルワークの
倫理的ジレンマに関
する研究

共同 2022年10月 日本保健福祉学会第
35回学術集会（於龍
谷大学）

・共同研究者
　打越友美、小林理、赤木拓人、新
保幸男
・概要
クライエントの「最善の利益」と
「自己決定の尊重」の倫理原則間に
生じる倫理的ジレンマに着目し、そ
のジレンマが生じる状況で、自己決
定概念がどのように扱われているか
という視点から日本のソーシャル
ワークに活かすべき視点を探るため
に文献研究を行った。用語間の関係
性についてテキストマイニングに
よって論述傾向を把握した結果、
self-determinationと共起する単語
のひとつにpromoteが存在すること
がわかった。

児童相談所における
児童虐待対応に関す
る研究－児童福祉と
裁判所の関係を中心
に

2022年8月 福祉学研究会第 30
回学術集会（於
WEB）

児童福祉法の改正に伴い、児童相談
所に対して裁判所による司法審査が
拡充される方向になってきている。
行政における児童福祉部門と裁判所
の関係性について、課題となりうる
事項を中心に検討を行った。その結
果、虐待事案において裁判所と児童
相談所の見解が異なる際に、ソー
シャルワーカーが倫理的ジレンマを
抱える可能性があることが示唆され
た。

福祉避難所と子ども
食堂

共同 2022年10月 日本保健福祉学会第
35回学術集会（於龍
谷大学）

・共同研究者
　新保幸男、打越友美、赤木拓人、
小林理
・概要
福祉避難所のスペースを利用してい
る子ども食堂に注目してヒアリング
調査を実施し、地域における多世代
交流という視点から検討した。その
結果、障害者グループホームのキッ
チンを活用して調理を実施し、食事
の提供対象は子どもだけではなく高
齢者や障碍者を含むこと、平時に福
祉避難所を活用することで災害時に
おける予行演習として機能している
ことなどが明らかになった。



26.

27.

28.

（演奏会･展覧会等）

1.

2.

3.

4.

（招待講演･基調講演）

1.

2.

3.

4.

（受賞(学術賞等)）

1.

2.

3.

4.

児童虐待対応に関す
るアメリカ合衆国の
法制度③―児童虐待
の通報及び専門家の
役割―

単独 2023年1月 福祉学研究会第 40
回学術集会（於
WEB）

日本とアメリカの児童虐待対応にお
ける通告とそこでの専門職の役割に
ついて検討した。アメリカでは州ご
とに通告先が警察、児童福祉担当部
局、またはその両方と異なってお
り、日本において児童相談所と警察
との連携強化が模索されている中
で、役割分担の参考になりうること
が示唆された。また、アメリカでは
児童に対して訴訟後見人がつき、児
童の権利や利益を守る取り組みがな
されており、そこでの対応について
日本での導入等を検討していく必要
があることが示された。

児童虐待対応に関す
るアメリカ合衆国の
法制度②―ケースプ
ラン承認審理から恒
久的措置司法審査ま
で―

単独 2022年12月 福祉学研究会第 39
回学術集会（於
WEB）

アメリカにおける児童虐待対応につ
いて、事案の通告から最終的な措置
決定までを概観した。特に、明確な
日数を設定して司法審査を行うの
は、児童虐待やネグレクトの被害者
である子どもが、最終的な目標のな
いまま里親漂流することを防ぎ、早
期に家庭での安定した生活を実現で
きるようになっているものと考えら
れる。しかし、明確に日数の制限を
設けることで生まれる課題などもあ
ることが示唆された。

児童相談所における
意思決定プロセスに
関する研究―親子分
離をめぐる判断を決
定づける要因―

単独 2023年5月 福祉学研究会第 47
回学術集会（於
WEB）

児童相談所の児童虐待対応におい
て、親子分離を行う意思決定のプロ
セルはがどのようになっているのか
を研究関心として文献調査を行っ
た。施設への入所が望ましい児童の
うち８割程度が親権者等の同意が得
られないことが障壁となって施設入
所にいたっておらず、また親子分離
を決定づける要因については確定的
には明らかとなっていないことがわ
かった。



（科学研究費採択）

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

（知的財産(特許・実用新案等)）

（学内課題研究(各個研究)）

（学内課題研究(共同研究)）

（奨学･指定寄付金受入れ）

（共同研究･受託研究受入れ）

交付・
受入元

交付・
受入額

概　　　　　要

（競争的研究助成費獲得(科研費除く)）

助成を受けた研究等の名称
代表，
分担等
の別

研　　究　　活　　動　　項　　目

種　類 採択年度


